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貸 借 対 照 表 

（2009 年 3 月 31 日現在） 

（単位：百万円）

科    目 金  額 科    目 金  額 

（資 産 の 部） 86,039 （負 債 の 部） 25,664
流動資産 58,651 流動負債 20,089
 現金及び預金 26,594 買 掛 金 12,955
 受取手形 326 短期借入金 200
 売 掛 金 21,321 未 払 金 504
 商品及び製品 1,558 未払費用 3,455
 仕 掛 品 416 未払法人税等 0
 原材料及び貯蔵品 2,483 未払消費税等 246
 前 渡 金 82 前 受 金 2,578
 繰延税金資産 1,176 預 り 金 99
 短期貸付金 280 役員賞与引当金 48
 未収入金 2,602 その他流動負債 0
 その他流動資産 1,838 固定負債 5,575
 貸倒引当金 28 退職給付引当金 5,233
固定資産 27,387 役員退職慰労引当金 250
 有形固定資産 9,649 その他固定負債 91
 建   物 4,020     

 構 築 物 184     

 機械及び装置 458   0
 車輌運搬具 12 （純 資 産 の 部） 60,374
 工具器具及び備品 1,999 株主資本 60,347
 土   地 2,959 資 本 金 4,980
 建設仮勘定 14 資本剰余金 3,602
 無形固定資産 2,685 資本準備金 3,602
 ソフトウェア 2,380 利 益 剰 余 金 51,764
 その他無形固定資産 305 利益準備金 734
 投資その他の資産 15,052 その他利益剰余金 51,030
 投資有価証券 487 特別償却準備金 31
 関係会社株式 8,510 圧縮記帳積立金 59
 長期売掛金 4,067 プログラム等準備金 154
 敷 金 等 1,605 別途積立金 47,789
 繰延税金資産 2,301 繰越利益剰余金 2,996
 そ の 他 120 評価・換算差額等 27
 貸倒引当金 2,039 その他有価証券評価差額金 27

 資 産 合 計 86,039  負債及び純資産合計 86,039
 



 

 

 

損 益 計 算 書 
（自 2008 年 4 月 1 日至 2009 年 3 月 31 日） 

 

 (単位：百万円） 

科    目 金  額 

  

 売  上  高 101,248  

 売 上 原 価 83,917  

 売 上 総 利 益 17,330  

 販売費及び一般管理費 14,063  

   営 業 利 益 3,266  

 営 業 外 収 益 

 受取利息及び配当金 289 

 雑  収  入 545 834  

 営 業 外 費 用 

 支 払 利 息 2 

 雑  支  出 1,787 1,789  

   経 常 利 益 2,312  

 税 引 前 当 期 純 利 益 2,312  

 法人税、住民税及び事業税 797 

 法人税等調整額 42 839  

 当  期  純  利  益 1,472  
 

 

 

 



注記事項

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】

１．会社計算則（平成18年2月7日法務省令第13号、最終改正　平成21年3月27日法務省令
　　第7号）に基づいて、計算書類を作成している。なお、「会社法施行規則及び会社計
　　算規則の一部を改正する省令」（平成21年3月27日法務省令第7号）附則第8条第2項
　　ただし書きにより、改正後の会社計算規則に基づいて、計算書類を作成している。

２．有価証券の評価基準及び評価方法
（１）子会社株式及び関連会社株式  ････  移動平均法による原価法
（２）その他有価証券
　　　　　　  ・時価のあるもの　　････　決算日の市場価格等に基づく時価法
     　 　　　　　　　　　　　　　　　　（評価差額は全部純資産直入法により処
      　　　　　　　　　　　　　　　　　理し、売却原価は移動平均法により算定）
　　　　　　　・時価のないもの　　････　移動平均法による原価法

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法
（１）商品及び製品　　  ････  個別法による原価法
（２）仕  掛  品　　　  ････  個別法による原価法
（３）原材料及び貯蔵品　････  総平均法による原価法

なお、収益性の低下したたな卸資産については、帳簿価額を下げている。

４．固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産  ････  定額法
　　耐用年数についてはビジネスごとに実態に応じた回収期間を反映し、次の通り見積
　　もっている。
　　建物及び構築物　　　２年～６０年
　　機械装置　　　　　　２年～１０年
　　工具器具及び備品　　２年～２０年
（２）無形固定資産
　①ソフトウェア
　　市場販売目的のソフトウェアについては、見込有効期間（３年）における見込販売
　　数量に基づく方法、また、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用
　　可能期間（５年以内）に基づく定額法を採用している。
　②ソフトウェアを除く無形固定資産
　　定額法

５．引当金の計上基準
（１）貸倒引当金
　　売掛債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に
　　より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不
　　能見込額を計上している。
（２）役員賞与引当金
    役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上している。
（３）退職給付引当金
    従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務及び年金資産の見込
    額に基づき計上している。
　　　・会計基準の変更に伴う差異の処理年数　････　10年
　　　・過去勤務債務の処理方法　　　　　　　････　定額法（10年）
　　　・数理計算上の差異の処理方法　　　　　････　定額法（従業員の平均残存勤務
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期間）で翌期から処理

（４）役員退職慰労引当金
　　役員の退職慰労金に充てるため、内規による必要額を計上している。

６．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
（１）ソフトウェア等の開発契約に係る収益認識基準
　　ソフトウェア等開発契約においては、進行基準により収益を認識している。
（２）消費税等の会計処理は税抜き方式によっている。



【会計方針の変更】

１．受注制作のソフトウェアの収益の認識基準等の変更
　「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び
「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年
12月27日）が平成21年4月1日より前に開始する事業年度から適用できることになった
ことに伴い、これらの会計基準等を早期適用している。
　ソフトウェア等開発契約においては、平成17年度より進行基準を適用しているため、
上記会計基準及び適用指針の適用に伴う、当事業年度の売上高、営業利益、経常利益
及び税引前当期純利益への影響はない。

【表示方法の変更】

　財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成20年8月7日　内閣府令第50号）
が適用となることに伴い、前事業年度末において「製品」「仕掛品」「材料」と掲記
されていたものは、「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」に区分掲記
されている。
　なお、前事業年度末の「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」は、それ
ぞれ3,563百万円、864百万円、2,771百万円である。

【貸借対照表に関する注記】

１．記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示している。
２．有形固定資産の減価償却累計額    16,672 百万円
３．保証債務

　　従業員の住宅ローンに対する保証債務

（株）みずほ銀行 51 百万円
４．関係会社に対する短期金銭債権 6,174 百万円
５．関係会社に対する短期金銭債務 6,795 百万円

【損益計算書に関する注記】

１．記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示している。

２．関係会社の間の取引高

売　　　上　　　高      18,948 百万円
仕　　　入　　　高      36,955 百万円
営業取引以外の取引高  

資産譲渡高  0 百万円
資産購入高  289 百万円
受取利息 1 百万円



【税効果会計に関する注記】

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

退職給付引当金繰入限度超過額 2,071 百万円
未払賞与 844 百万円
貸倒引当金繰入限度超過額 821 百万円
棚卸資産評価損 340 百万円
ソフトウェア償却限度超過額 292 百万円
役員退職慰労引当金損金不算入額 102 百万円
土地減損額否認 97 百万円
ゴルフ会員権評価差額 45 百万円
その他 29 百万円

繰延税金資産小計 4,641 百万円
評価性引当額 947 百万円
繰延税金資産合計 3,694 百万円

繰延税金負債

プログラム等準備金等 105 百万円
土地圧縮積立金 40 百万円
進行基準による収益認識額 認容 34 百万円
特別償却準備金 22 百万円
その他有価証券評価差額金 16 百万円

繰延税金負債合計 217 百万円

繰延税金資産の純額 3,477 百万円



【関連当事者との取引に関する注記】

１．親会社及び法人主要株主等
(単位：百万円)

属 性 会社等 議決権等の所有 関連当事者 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高
の名称 (被所有)割合 との関係

親会社   被所有 当社製品の販売、役務提供 製品の販売、役務の提供 16,812 売掛金 4,702
　　直接78.59% 未収入金 7

前受金 196
富士通株式会社の 原材料、役務の購入 12,346 買掛金 2,487
製品の購入、業務委託 資産の購入 160 未払金 264
役員の兼任

当社製品の販売、役務提供 製品の販売、役務の提供 665 売掛金 132
その他の  被所有 前受金 19
関係会社 　　直接16.31% 株式会社内田洋行の 原材料、役務の購入 4 買掛金 0

製品の購入、業務委託 資産の購入 4 未払金 3
役員の兼任

取引条件及び取引条件の決定方針等
　　　（注１）当社製品の販売、役務提供についての価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定している。
　　　（注２）原材料、役務の購入については、当該取引会社以外からも複数の見積りを入手し、市場の実勢価格を勘案して価格交渉の上で決定している。
　　　（注３）取引金額には消費税等を含めていない。期末残高には消費税等を含めている。

２．子会社及び関連会社等
(単位：百万円)

属 性 会社等 議決権等の所有 関連当事者 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高
の名称 (被所有)割合 との関係

子会社  所有 当社製品の販売、役務提供 製品の販売、役務の提供 78 売掛金 13
　直接100.00% 未収入金 90

前受金 2
PFU北海道株式会社の 原材料、役務の購入 599 買掛金 77
製品の購入、業務委託 資産の譲渡 0
役員の兼任

子会社  所有 当社製品の販売、役務提供 製品の販売、役務の提供 98 売掛金 18
　直接100.00% 未収入金 87

PFU東日本株式会社の 前受金 0
製品の購入、業務委託 原材料、役務の購入 1,254 買掛金 133
役員の兼任

子会社  所有 当社製品の販売、役務提供 製品の販売、役務の提供 362 売掛金 56
　直接100.00% 未収入金 46

前受金 0
PFU東都株式会社の 原材料、役務の購入 1,227 買掛金 128
製品の購入、業務委託

役員の兼任

子会社  所有 当社製品の販売、役務提供 製品の販売、役務の提供 235 売掛金 40
　直接100.00% 未収入金 53

前受金 7
PFU西日本株式会社の 原材料、役務の購入 1,808 買掛金 190
製品の購入、業務委託 資産の譲渡 0 未払金 0
役員の兼任 資産の購入 0

子会社  所有 当社製品の販売、役務提供 製品の販売、役務の提供 75 売掛金 15
　直接100.00% 未収入金 39

前受金 0
PFUｸｵﾘﾃｨｻｰﾋﾞｽ株式会社の 原材料、役務の購入 1,541 買掛金 181
製品の購入、業務委託 未払金 1
役員の兼任

子会社  所有 当社製品の販売、役務提供 製品の販売、役務の提供 7
　直接100.00% 調達代行 未収入金 10

PFUｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝｽﾞ株式会社の 原材料、役務の購入 3,584 買掛金 664
製品の購入、業務委託 資産の譲渡 0 未払金 0
役員の兼任

子会社  所有 当社製品の販売、役務提供 製品の販売、役務の提供 7 売掛金 3
　直接100.00% 未収入金 13

短期貸付金 280
PFUﾃｸﾉｺﾝｻﾙ株式会社の 原材料、役務の購入 1,010 買掛金 617
製品の購入、業務委託 貸付利子 1 未払金 16
役員の兼任 資産の購入 0 前受金 0

子会社  所有 未収入金 132
　直接100.00% PFUﾃｸﾉﾜｲｽﾞ株式会社の 原材料、役務の購入 3,878 買掛金 273

製品の購入、業務委託 資産の購入 15 未払金 0
役員の兼任

子会社  所有 当社製品の販売、役務提供 製品の販売、役務の提供 4 売掛金 0
未収入金 21

　直接100.00% PFUｿﾌﾄｳｪｱ株式会社の 原材料、役務の購入 1,574 買掛金 236
製品の購入、業務委託 資産の購入 6 未払金 0
役員の兼任

PFUｸｵﾘﾃｨｻｰﾋﾞｽ株式会社

PFUｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝｽﾞ株式会社

PFUｿﾌﾄｳｪｱ株式会社

PFUﾃｸﾉｺﾝｻﾙ株式会社

PFUﾃｸﾉﾜｲｽﾞ株式会社

富士通株式会社

株式会社内田洋行

PFU北海道株式会社

PFU東日本株式会社

PFU東都株式会社

PFU西日本株式会社



(単位：百万円)
属 性 会社等 議決権等の所有 関連当事者 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

の名称 (被所有)割合 との関係

子会社  所有 当社製品の販売、役務提供 製品の販売、役務の提供 1 売掛金 0
　直接100.00% 未収入金 1

PFUｴｺﾗﾎﾞﾗﾄﾘ株式会社の 原材料、役務の購入 41 買掛金 8
製品の購入、業務委託 資産の購入 2 未払金 18
役員の兼任 前受金 0

子会社  所有 当社製品の販売、役務提供 製品の販売、役務の提供 3 売掛金 0
　直接100.00% 未収入金 6

PFUﾗｲﾌｴｰｼﾞｪﾝｼｰ株式会社の 原材料、役務の購入 1,184 買掛金 159
製品の購入、業務委託 資産の購入 0 未払金 72
役員の兼任

子会社  所有 当社製品の販売、役務提供 製品の販売、役務の提供 3 売掛金 1
　直接100.00% 未収入金 5

PFUﾗｲﾌﾋﾞｼﾞﾈｽ株式会社の 原材料、役務の購入 820 買掛金 85
製品の購入、業務委託 資産の購入 41 未払金 77
役員の兼任

子会社  所有 当社製品の販売、役務提供 製品の販売、役務の提供 0
　直接100.00% 未収入金 1

PFUﾋｭｰﾏﾝﾃﾞｻﾞｲﾝ株式会社の 原材料、役務の購入 532 買掛金 44
製品の購入、業務委託 未払金 11
役員の兼任

子会社  所有 当社製品の販売、役務提供 未収入金 2
　直接100.00% PFUｸﾘｴｲﾃｨﾌﾞｻｰﾋﾞｽ株式会社の 原材料、役務の購入 312 未払金 24

業務委託

役員の兼任

子会社  所有 当社製品の販売、役務提供 未収入金 0
買掛金 36

　直接100.00% PFUｷｬﾘｱｴﾎﾞﾘｭｰｼｮﾝ株式会社の 原材料、役務の購入 461
製品の購入、業務委託

役員の兼任

子会社  所有 当社製品の販売、役務提供 未収入金 26
　直接100.00% PFU上海計算機有限公司の 原材料、役務の購入 414 買掛金 31

製品の購入、業務委託 未払金 0
役員の兼任

子会社  所有 当社製品の販売、役務提供 製品の販売、役務の提供 212 売掛金 126
　直接100.00% 未収入金 9

PFU SYSTEMS,INCの 原材料、役務の購入 634 買掛金 76
製品の購入、業務委託 資産の購入 0 未払金 19
役員の兼任

子会社

 所有 原材料、役務の購入 97 買掛金 0
　直接80.00% 製品の購入、業務委託 資産の購入 57 未払金 2

役員の兼任

関連会社  所有 当社製品の販売、役務提供 製品の販売、役務の提供 377 売掛金 132
　直接　45.00% 未収入金 91

原材料、役務の購入 3,634 買掛金 603
製品の購入、業務委託 資産の購入 4 未払金 7
役員の兼任

取引条件及び取引条件の決定方針等
　　　（注１）当社製品の販売、役務提供についての価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定している。
　　　（注２）原材料、役務の購入については、当該取引会社以外からも複数の見積りを入手し、市場の実勢価格を勘案して価格交渉の上で決定している。
　　　（注３）PFUﾃｸﾉｺﾝｻﾙ株式会社に対する貸付については、返済条件は最終弁済期限を2009年４月30日とした一括弁済としている。また、利率は市場金利を勘案して
　　　　　　　合理的に決定している。
　　　（注４）取引金額には消費税等を含めていない。期末残高には消費税等を含めている。

３．兄弟会社
(単位：百万円)

属 性 会社等 議決権等の所有 関連当事者 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高
の名称 (被所有)割合 との関係

親会社の なし 当社製品の販売、役務提供 製品の販売、役務の提供 9,060 売掛金 2,420
子会社

買掛金 0
製品の購入、業務委託

親会社の なし 当社製品の販売、役務提供 製品の販売、役務の提供 16,298 売掛金 2,570
子会社

買掛金 4
製品の購入、業務委託 未払金 7

親会社の なし 当社資金の預入れ 資金の預入 　　－ 現金 19,292
子会社 及び預金

取引条件及び取引条件の決定方針等
　　　（注１）当社製品の販売、役務提供についての価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定している。
　　　（注２）原材料、役務の購入については、当該取引会社以外からも複数の見積りを入手し、市場の実勢価格を勘案して価格交渉の上で決定している。
　　　（注３）資金の預入れについては、利率は市場金利を勘案して合理的に決定している。
　　　（注４）取引金額には消費税等を含めていない。期末残高には消費税等を含めている。

ＦＵＪＩＴＳＵ ＣＯＭＰＵＴＥＲ
ＰＲＯＤＵＣＴＳ ＯＦ ＡＭＥＲ
ＩＣＡ, ＩＮＣ.の

ＦＵＪＩＴＳＵ ＥＵＲＯＰＥ Ｌ
ＴＤ. の

富士通キャピタル株式会社

PFU TECHNOLOGY　SINGAPORE PTE
LTDの

株式会社富士通ＩＴプロダクツの

ＦＵＪＩＴＳＵ ＥＵＲＯ
ＰＥ ＬＴＤ.

ＦＵＪＩＴＳＵ ＣＯＭＰ
ＵＴＥＲ ＰＲＯＤＵＣＴ
Ｓ ＯＦ ＡＭＥＲＩＣＡ,
ＩＮＣ.

PFUｸﾘｴｲﾃｨﾌﾞｻｰﾋﾞｽ株式会社

PFU SYSTEMS,INC

PFU上海計算機有限公司

PFU TECHNOLOGY
SINGAPORE PTE LTD

株式会社富士通ＩＴプロダ
クツ

PFUｷｬﾘｱｴﾎﾞﾘｭｰｼｮﾝ株式会社

PFUｴｺﾗﾎﾞﾗﾄﾘ株式会社

PFUﾗｲﾌｴｰｼﾞｪﾝｼｰ株式会社

PFUﾗｲﾌﾋﾞｼﾞﾈｽ株式会社

PFUﾋｭｰﾏﾝﾃﾞｻﾞｲﾝ株式会社



【１株当り情報に関する注記】

１．１株当り純資産額 27,230円20銭
２．１株当り当期純利益      664円25銭

【重要な後発事象に関する注記】

該当事項はありません。


	2008決算公告20090629.pdf
	注記事項.pdf
	4_8_注記表_2008s_05版.pdf
	4_8_注記表_2008s_05版1.pdf


		2009-06-29T16:50:24+0900
	PFU
	＜なし＞




